
京都おもいやり駐車場利用証制度実施要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、京都おもいやり駐車場利用証制度実施要綱（以下「要綱」という。）

で別に定めることとした取扱に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（おもいやり駐車場の登録等） 

第２条 駐車場の設置者又は管理者（以下「施設管理者」という。）は、京都おもいやり

駐車場利用証制度（以下「本制度」という。）に協力しようとするときは、京都府（以下

「府」という。）京都おもいやり駐車場利用証制度協力駐車場登録申出書（別記第１号様

式）を提出するものとする。 

２ 府は、前項の申出書に記載された駐車場が歩行困難者用駐車場に該当するときは、

おもいやり駐車場として登録を行うものとする。 

３ 府は、前項の規定により登録を行ったときは、おもいやり駐車場であることを示す

案内掲示板（別記第２号様式）を施設管理者に交付するものとする。 

 

（利用証の交付対象者の範囲 要綱第４条関係） 

第３条 京都おもいやり駐車場利用証（以下「利用証」という。）の交付を受けることが

できる者（以下「交付対象者」という。）は、次の各号のいずれかに該当する者であって

歩行が困難等移動に配慮が必要であるものとする。 

(1) 障害者（障害者基本法（昭和 45年法律第 84号）第２条第１号に規定する障害者を

いう。以下同じ。） 

(2) 難病患者（特定医療費（指定難病）受給者、特定疾患医療受給者及び小児慢性特定

疾病医療費受給者をいう。以下同じ。） 

(3) 高齢者等（介護保険法（平成９年法律第 123号）第７条第３項に規定する要介護者

及び同条第４項に規定する要支援者をいう。以下同じ。） 

(4) 妊産婦（母子保健法（昭和 40年法律第 141号）第６条第１項に規定する妊産婦を

いう。以下同じ。） 

(5) 保護者（親権を行う者、未成年後見人その他の者で、乳児若しくは２歳に満たない

幼児又は複数の多胎児（３歳に満たない者に限る。）を現に監護するものをいう。以下同

じ。） 

(6) 前各号に掲げる者のほか、移動に配慮が必要な者 

 

（利用証の交付等 要綱第４条関係） 

第４条 利用証（別記第３号様式）の交付を受けようとする者は、京都おもいやり駐車

場利用証交付申込書（別記第４号様式）を別表に掲げる区分に応じ、それぞれ同表に掲



げる提示すべき書類等を添えて府の窓口に提出するものとする。 

２ 前項の規定により申込書の提出があったときは、府は、当該申込みをした者に対し、 

利用証を交付するものとする。 

３ 利用証の有効期限は、次の各号に掲げる者の区分に応じ、当該各号に掲げる期限と

する。 

(1) 第３条第１号から第３号までに掲げる者及び同条第６号に掲げる者 交付対象者

に該当しなくなるまで 

(2) 第３条第４号に掲げる者 母子健康手帳を取得した時から産後 12箇月まで 

(3) 第３条第５号に掲げる者 監護される者が２歳（多胎児にあっては、３歳）に達す

るまで 

４ 利用証の交付を受けた者（以下「利用者」という。）は、おもいやり駐車場を利用す

るときは、利用証を車両前部の外側から容易に識別することができる位置に掲示しなけ

ればならない。 

 

（制度実施協力市町村の協力等） 

第５条 府は、本制度の円滑な実施を図るため、市町村に対し、前条の規定による交付

申込みの受付、交付その他これらに附随する事務について協力を求めることができる。 

２ 前項の規定により本制度の実施に協力する市町村（以下「制度実施協力市町村」と

いう。）は、府からの依頼に基づき、本制度に関する窓口対応その他必要な事務を補助的

に行うものとする。 

３ 制度実施協力市町村が行う前項の事務は、府の責任において実施されるものとし、

利用証の交付の可否その他本制度の運営に関する最終的な判断は、府が行うものとする。 

 

（利用証の廃棄等 要綱第４条関係） 

第６条 利用者は、利用証の有効期限が到来し、又は利用証を使用する必要がなくなっ

たときは、速やかに利用証を廃棄するものとする。 

２ 利用証は、交付された本人が、認められた内容で対象駐車場を利用する場合のみに

使用し、これを他人に貸与し、譲渡し、又は重複して取得してはならない。 

 

（他の制度等との調整 要綱第４条関係） 

第７条 本府以外の地方公共団体において同様の制度により交付された利用証又は京

都府道路交通規則（昭和 35 年京都府公安委員会規則第 13 号）第６条の５第 11 号に規

定する標章は、本制度における利用証と同様に取り扱うものとする。 

 

附 則 

１ この要領は、令和８年８月１日から施行する。 



２ 京都おもいやり駐車場利用証制度実施要綱（令和７年京都府告示第 105号）別記第

３号様式により作成された京都おもいやり駐車場利用証で、本要領の施行の際現に使用

されているものの取扱いについては、本要領の規定にかかわらず、なお従前の例による

ことができる。 

 

 

附 則 

１ この要領は、令和８年８月１日から施行する。 

 

 

別表（第４条関係） 

 

区 分 

 

提示すべき書類等 

１ 障害者 身体障害 身体障害者手帳                 

 
知的障害 療育手帳                 

精神障害 精神障害者保健福祉手帳                 

２ 難病患者 
特定医療費（指定難病）受給者証、特定疾患医療受給者票又は小児慢性特定疾病医療受

給者証 

３ 高齢者等 介護保険被保険者証                 

４ 妊産婦 母子健康手帳 

５ 保護者 監護される者の年齢を確認することができる書類（母子健康手帳等） 

６ 上記以外で移動に

配慮が必要な者 

 

医師の診断書・意見書 

   

  



別記 

第１号様式（第２条関係） 

 
 



別記 

第２号様式（第２条関係） 

（その１）車椅子使用者用駐車施設 

 

 

 

 

 

 



（その２）プラスワン駐車区画 

 
 

 

 

 

 

 

 

 



第３号様式（第４条関係） 

（その１）障害者、難病患者、高齢者等 

（表） 

 
   

（裏） 

 



 

（その２）妊産婦・保護者 

（表） 

 

（裏） 

 



別記 

第４号様式（第４条関係）申込書 

    
 



（表面） 

 

 

 

 



（裏面） 

 

  


